








 

タンパクふき取り法による自主衛生検査―食品製造現場での活用と有効性― 

 

食品総合研究所 

食品安全研究領域 

食品衛生ユニット 

川崎 晋 

 

はじめに 

食品の製造には様々な工程がある。原料の受け入れから始まって、洗浄、加工、

殺菌、包装、そして出荷に至るまで、その工程は製造する食品について様々であるが、

食品の製造ラインを常に清潔に保たなければならないのは、どの工程においても共

通に当てはまることである。近年、食中毒の事例が数多く報告される中、食品製造業

界においても如何に食中毒を未然防止するかという考え方が浸透しつつあり、自主

的にさらなる衛生管理を行いたいという要望が高まっている。これまで「経験的に大

丈夫」で済まされていた食品製造工程が、科学的に危険な作業工程を洗い出しその

作業内容をマニュアル化するというように、具体的な対策までをも考えて実行される

ようになってきた。中でも、食品製造ラインの洗浄度をモニタリングしたいという要望

は企業からも強い。しかし、衛生環境を改善するためだけに検査管理項目を増やすこ

とは大変であり、さらには労力だけでなく専門知識と技術を要求されるところが問題と

して残る。さらに、食品製造現場においては、誰にでも取り扱うことの出来る簡単で、

特別な技術を必要としない製造ライン洗浄確認手法が求められる。特に重要なのは

作業を始める直前に製造ラインが汚染されているか否かの判断であり、その場での

判定結果により、洗浄をやり直すか決定しなければならない。その決定結果は主観

的ではなく客観的な判定手法でかつ再現性のある科学的根拠に基づいた結果である

ことが望ましい。このようなニーズからタンパク拭き取り検査法による汚染判定法が開

発されてきた。日常食品製造ラインなどで洗浄工程をモニタリングするために微生物

検査が行われている中で、このような検査法がどのように活用できるか、その可能性

を述べる。 

 



タンパクふき取り検査法による迅速検査

タンパクふき取り検査法は、その名の通り、製造ラインに付着する汚染物質である

タンパク質の有無を迅速に捉えることで総合的な汚染度や洗浄度を迅速に評価する

手法である。この方法は、結果がその場で判定できるために、製造ラインを使用する

直前の汚染有無を確認できる手法となりうる。 

現在、様々なタンパク拭き取り検査キットが販売されており、その検出原理はｐH 誤

差現象（タンパク質が存在するとアルカリ側に反応するｐH 指示薬を用いてタンパク質

を検出する）やビューレット反応によるものなどが挙げられるが、ここではｐH 誤差現

象による検出法について（図 1）示した。すなわち検査面を綿棒でふき取った後に、検

出試薬と反応させることにより、目視で微量のタンパク質の有無を判定できる。このよ

うに、判定は 10 秒程度で得られ、短時間に高感度かつ誰でもタンパク質検出が可能

となる。このように製造ラインのタンパク質の有無を調べることで汚染状況を即座に知

ることができ、このような製造現場の汚染が存在するところは微生物学的な汚染リス

クも高いため、作業衛生環境を向上できるツールとして活用できると考えられる。また、

経験的な現場作業監督者による目視確認ではなく、科学的検出法による客観的な検

査法であり、だれにでも活用できる。しかも現在市販されている多くのタンパク拭き取

り検査キットは使い易く十分な感度がある。 

 

タンパクふき取り検査法の製造現場での検証

このようなタンパク質ふき取り検査は、製造現場で即座に洗浄度の合否が判定で

きる、製造現場が活用しやすい迅速検査手法の一つであるにもかかわらず、その普

及はあまりなされていないのが現状である。その理由として、「タンパクふき取りによ

る検査手法は確かに微量のタンパク質を検出できるが、微生物そのものを検出する

ものではない」ためである。確かに、タンパク質総量で考えると微生物１細胞のタンパ

ク質総量はごくわずかであり、一般のタンパク質検出キットの検出感度である 30～60

マイクログラム程度ではとうてい検出できない。このように「タンパク質の汚染量と微

生物汚染量との厳密な相関はない」と一般に捉えられている。しかし、微生物汚染の

最もありえる汚染源は食材からの持ち込みであり、食品残渣に代表されるようなタン

パク質汚染と微生物汚染との定量的関係までは行かなくとも定性的な関連は十分あ

りうると考えられる。ところが、タンパク質汚染と微生物汚染との相関について科学的



に相関を調べた論文は見当たらない。それゆえ、このような迅速検査手法の普及を

考えるためには、実際の食品製造現場で検証し相関を確認する必要性があった。 

まずはタンパクふき取り検査に必要な検出系を作成した。今回は前述したｐH 誤差

現象によるものをモデルケースとして作成し、単純に検査面を綿棒でふき取り、その

綿棒を検出試薬に浸けるという形で検出を行うこととした。検出感度をアルブミン濃度

で確認したところ、検出感度は約 40～80 マイクログラムであった（図２）。これを用い

て検証実験を行うことにした。 

ふき取り検査面は、洗浄が困難な箇所や製造機器と食品が接触する部位、食品製

造に用いる道具などを選択した。例えば、冷蔵庫の取っ手、スライサーの刃、包丁・ま

な板などが挙げられる。さらに、ふき取り作業は、製造ラインの洗浄が行われている

状態として「製造作業前後」と、製造ラインの洗浄が行えない状態として「製造作業

中」の 2 種類の時間帯について検査を実施した。最終的に合計 152 箇所について、

ふき取り検査を行った。タンパク質ふき取り検査法が微生物汚染度と関連性があるか

調べるために、一般的に行われる微生物検査を実施した。微生物検査項目は一般生

菌数・大腸菌群数・大腸菌・黄色ブドウ球菌について行った。さらに、従来の経験的な

検査法との比較をおこないやすくするために作業現場監督者の目視による洗浄度の

判定結果も合わせて行った。現場監督者により異常があると判断された場合は、そ

のように判断した内容を記録した。 

 得られた結果の概要を表 1 に示した。全 152 検体のうち、タンパクふき取り検査法で

73 検体が陽性と得られた。その 73 検体の内（9+44+15）＝68 検体は微生物学的検査

結果や現場監督者による目視判定結果と関連性を持っていた。中でも 44 検体はタン

パク検査陽性かつ微生物学的検査陽性にもかかわらず作業現場監督者による目視

判定結果では陰性であるケースであった。44.7％（68/152）が現場監督者による目視

判定結果では不十分という結果であり、僅かな汚染を目視では見逃すことを示してい

た。特に、68 検体のうち 4 検体は洗浄作業後での検査結果であり、洗浄作業後での

タンパク陽性結果はこのケース以外に認められなかった。これは洗浄作業が行われ

た後で、見た目には問題無いと考えられる場所でも微量な汚染を検出できたという、

有効的に活用できたケースを示している。タンパクふき取り検査陽性 73 検体のうち 5

検体に関しては、微生物学的汚染や現場監督者による目視判定結果による原因との

関連を見つけられなかったが、この 5 検体についてはタンパクふき取り検査の擬陽性



と考えるよりも、むしろ微量な付着タンパクを検出できたというケースとして理解した方

が良いであろう。すなわち、このふき取り部位は微生物の付着は確認できない

（10CFU/100cm2以下）が、いずれ微生物がこの部分に付着するであろうし、さらに時

間経過と共に増殖する危険性を持つ箇所と言える。逆に、タンパクふき取り検査結果

が陰性と得られたのは78検体あり、その殆どである75検体は微生物汚染・現場監督

者による目視判定結果と同じく陰性の結果と得られた。残りの 3 検体は、微生物学的

検査結果が陽性であったが、タンパクふき取り検査結果は陰性と得られた。この 3 検

体においての一般生菌数はいずれも 30 CFU/100cm2以下という値であり、微生物検

査での検出限界に近い値であった。従って、タンパク汚染を指標として食品製造ライ

ンでの汚染を検出することにより衛生管理を行うことは微生物汚染の推察に十分活

用できると考えられる。 

このように、タンパクふき取り検査結果は概ね微生物学的検査結果や現場監督者

による目視判定結果に示される汚染を包括して検出できており、タンパクという指標

により汚れを認識し、自主衛生検査に活用できる可能性が示唆された。最終的に

94.7％（（9+44+15+76）/152）が、タンパクふき取り検査結果と何かしらの汚染原因と

一致し、その有効性を確認できた。 

 

終わりに 

このように、実際の製造現場との協力により、タンパク質ふき取り検査法は微生物

学的リスクを包括的に捉えられる有効な検出手段となりうることが検証できた。タンパ

クふき取り検査法は、特別な技術を必要とせず、客観的な汚染判定が可能なことから、

比較的活用しやすいツールと言える。特に、洗浄不良箇所をタンパクふき取り検査法

により、その場において検出結果をフィードバックし対処を施すことができるのは、大

きな優位点である。 

食品の製造過程の汚染度をモニタリングするためにタンパクふき取り検査法以外

にも様々な迅速検査法が開発されている。当所も様々な迅速検査技術の開発に携

わっている。しかしながら、食品衛生環境の向上を考えるために、検査法をどのよう

に活用すべきかを提言することはなかなかできない。タンパク質ふき取り検査法は単

純な手法であるけれども、使い方次第で有効な情報を与え、効果的な衛生環境の改

善に役立てることができるものと考える。 
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 図１．pH誤差法によるタンパク拭き取り検査法の操作工程。

陽性 陰性

検査面のふき取り

検出試薬につける

結果判定

緑色 黄色

 

 

図１．pH誤差法によるタンパク拭き取り検査法の操作工程。
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図２．タンパク検出系の感度の確認。
40～80μｇのタンパク量が拭きとれれば誰でも目視により検出できる。
図２．タンパク検出系の感度の確認。
40～80μｇのタンパク量が拭きとれれば誰でも目視により検出できる。
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表1．実動食品製造ラインでの蛋白質ふき取り検査結果と
微生物汚染等との関係.

+; 陽性, -; 陰性

試験数
タンパク検査 微生物汚染

現場監督者の
経験的判断 製造作業前後 製造作業中 合計

+ + + 0 9 9

+ + - 4 40 44

+ - + 0 15 15

+ - - 0 5 5

- + - 1 2 3

- - - 57 19 76

62 90 152

蛋白質検査が
何らかの汚染
原因と一致

目視判断で汚
染を見逃した数
（見た目での判
断では不十分）

非検出として一致
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はじめに

野菜などの農産物の生産地の店頭での、日本国内、外国産などの産地表示が２０

００年より義務づけられた。その産地の判別が確実に行える、科学的な判別技術の試

みは、種々の農産物で行われてきた。その中で、農産物中に含まれる無機元素の組

成や同位対比を利用した産地判別１，２）は、ワイン３）や米４～６）、茶７）、コーヒー８）、ジャガイ

モ９）などで先行し、その技術を応用して、当研究所と(独）農林水産消費安全技術セン

ターとの共同で、長ネギ１０～１２）や梅１３，１４）、黒大豆１５，１６）の、現場で使われる実用化技術

として発展し、判別マニュアルも公表されている１７）。

これらの技術は日本産と外国産（中国、アメリカ、オーストラリアなどの大陸性の

国々）との判別を目標とした技術であり、日本国内産地間の判別についてはほとんど

手をつけていなかった。

このような情勢の中で、輸入割合が高い野菜として、ここ数年の国内生産量が110

～120万トン、輸入量も生鮮野菜の中では最も多い３０万トン前後である「タマネギ」の

産地判別に着手した。これまでの判別技術を開発した農産物と違うタマネギの生産・

流通での特徴として、外食や加工食品（総菜やスープ）などの加工・業務用需要が

50％以上あり、それには輸入品が適しているため小売店頭にはほとんど出ていなか

ったこと、国内産地も、北海道、兵庫県、佐賀県の３地域だけで国内産の 75～80％を

占めるなど生産地が集中していたことである。それが国内産品に近い中国からの輸

入が増えて産地偽装がとりざたされ、国内産地間でもある有名産地のタマネギ販売

量が出荷量より明らかに多いなどの産地偽装が疑われるデータもあった。



そこで、タマネギの産地判別を始めるに当たり、その無機元素の組成や同位対比

を調査して、判別を行う既に確立されている判別手法に加え、最近急速に発展してい

る遺伝子（DNA)による品種判別１８～２０）を行い、北海道、佐賀県、兵庫県の各地域によ

り異なっている品種から日本国内の産地を推定する、二段構えの態勢で、タマネギの

産地判別プロジェクトを行った。しかし、タマネギは他殖性作物（主に異なる個体間で

受精、同一品種でもDNA配列に違いがある）であるため、自殖性（主に同じ個体内の

雄花と雌花の間で受精）又は栄養繁殖（クローンによって繁殖）作物、同一品種の

DNA配列はほとんど同じ）で既に確立している品種判別手法が使えず新たな手法を

開発せねばならなかったが、それに成功したので、それら成果をここに報告する。

材料と実験方法

（１）産地の確実な試料を集める

農産物の産地判別で最も重要なのが、産地の確実な試料の収集である。今回はそ

れに加えて多くの品種の収集も合わせて行った。外国産のタマネギについては、現地

に行っての購入はできないので、民間流通業者から、原産地が明記された小分けさ

れていない物を入手した。

品種については、各道県研究機関が所有している物と近隣農家から収集した物、さ

らに種苗会社から種子を入手して、品種識別に使用した。

（２）無機成分組成の分析

タマネギ１個の可食部分を測定材料とした。無機成分の組成を測定する試料は、硝

酸と過塩素酸、さらにフッ化水素酸を使い、微量な無機元素が溶け出す可能性がある

ガラス器具類は用いずに、フッ素樹脂やポリプロピレン等のプラスチック製容器で、調

製を行った。

無機成分組成の定量は、誘導結合高周波プラズマ発光分析装置（ICP-AESと略

す）と誘導結合高周波プラズマ質量分析装置（ICP-MSと略す)で行った。共にプラズ

マに試料を噴霧してその発光やイオン化したものを測定する装置である。

ICP-AESではナトリウム（Na）、マグネシウム（Mg）、リン（P）、カリウム（K）、カ



ルシウム（Ca）、マンガン（Mn）、鉄（Fe）、亜鉛（Zn）、ストロンチウム（Sr）、バリウ

ム（Ba）の 11元素を、ICP-MSではリチウム(Li）、アルミニウム（Al）、バナジウム

（V）、コバルト（Co）、ニッケル（Ni）、銅（Cu）、ルビジウム（Rb）、イットリウム

（Y）、モリブデン（Mo）、カドミウム（Cd）、セシウム（Cs）、ランタン（La）、ネオジミ

ウム（Nd）、サマリウム（Sm）、ガドリニウム（Gd）、タングステン（W）、タリウム

（Tl）の 18元素を測定した。

それぞれの産地から収集した試料の元素濃度データを基に、解析解析ソフト

（Statistica Pro 06J）を用いて線形判別分析を行った。

（３）同位対比の分析

タマネギの橙色の皮部を材料として用いた。そこからストロンチウムを抽出した。同

位体の定量を専門に行う特殊なマルチコレクター型ICP-M Sで、ストロンチウムの原子

量８６と８７の同位体を測定し、同位対比（87Sr／86Sr）を求めた５，６）。

（４）タマネギ品種識別用のDNAマーカーの開発２２）

「タマネギ」「ネギ」など他殖性（主に異なる個体間で受精）作物は同一品種でもDNA

配列に違いがあり（多くの多型が存在）、一個体での品種識別はできないと推測され

た。そこで、品種を集団と考え、複数の個体を調査して遺伝的「ばらつき」の程度を比

較することにより、品種の特徴を捕らえ識別した。即ち、品種の同定法として使用する

のでなく、品種名が正しいか否かの識別法として用いることを前提とした。

先ず、品種間で存在頻度の異なる19 の DNAマーカーを作製した。次に、DNA多

型試験は、海外で栽培され日本に輸入されている主な13品種と北海道、兵庫県、佐

賀県、各産地での作付面積が１％以上ある品種及びこれから作付面積が殖えると予

想される３品種、計４５品種を用いた。なお、母球が手に入った物は鱗片から、母球が

入手できなかった物は種子から発芽させた子葉を用いた。各24個体を使い、アリール

頻度に基づくカタログを作製し、各品種を適正に識別できるか、確認した。即ち、19マ

ーカーについて、予め品種ごとの存在頻度（アリール頻度；バンドが検出された個体

数／24個体）を調査しておき（カタログ化）、調査試料集団とカタログ品種間の２群の



比率の有意差検定を行った注）。試料集団と該当するカタログ品種集団のマーカー頻

度に有意差が認められなければ、試料に表示された品種名が適正であると推定でき

る。なお、品種識別のためには最低15個体からサンプルを作りそれを分析した。

注）２群の比率の差の検定式（青木2002）

第1群のケース数をn1、陽性数をr1、第2群のケース数をn2、陽性数をr2、各群の比率をp1=r1/n1、
p2=r2/n2、2群をプールした全標本中の陽性数の比率をp=(r1+r2)/(n1+n2)としたとき、検定統計量は本
式で計算され、Z0は正規分布に従う。
青木繁伸（2002）http://aoki2.si.gunm a-u.ac.jp/lecture/H iritu/diff-p-test.htm l

（５）ブラインド試験

開発した判別・識別法が適切な方法であるか否かを調べる試験として、産地名、品

種名を伏せた試料を参加研究機関に送付し、開発した無機成分組成による産地判別

法及びDNAマーカーを使った品種識別法により、産地の特定、品種の推定を行い、

これらの産地判別法、品種識別法が実用化できるか否かを検証した。

結果と考察

（１）無機成分組成による判別２３）

北海道、兵庫県、佐賀県及び外国産のタマネギの産地を判別するため、それぞれ

の産地から収集した試料の元素濃度データを用いて線型判別分析を行い、北海道、

兵庫県、佐賀県及び外国産の間で分類する４群判別モデルと、４産地のうちの１産地

と他の３産地の間で分類する２群判別モデル４種類の計５種類の判別モデルを構築

した。

その結果、４群判別モデルでは、北海道産、兵庫県産、佐賀県産及び外国産の分

類率は、それぞれ88％、84％、94％及び82％で分類され、クロスバリデーションによる

検証で、85％の的中率で判別できた（表１、図１）。

北海道産と外国産（７元素）、兵庫県産と外国産（８元素）及び佐賀県産と外国産（８

元素）間で分類する３種類の２群判別モデルでは、それぞれ96％、97％及び94％の分

類率で分類でき、クロスバリデーションによる検証では、それぞれ94％、95％及び9



4％の的中率で判別できた(表２）。

表１．４群判別モデルによる分類とクロスバリデーションの結果

産地 試料数 分類（％） クロスバリデーション（％）

北海道 108 88 86

兵庫県 77 84 87

佐賀県 52 94 85

外国産 72 82 81

計 309 87 85

図１．12 元素（Na, Mg, P, Co, Cu, Zn, Rb, Sr , Mo, Cd, Cs, Ba ）からなる4 群の判別関

数によるスコアのプロット、3 つの判別関数に各元素濃度を代入して得られる値のプロット

表２．２群判別モデルによる分類とクロスバリデーションの結果

判別対象産地 判別元素 試料数 分類（％） クロスバリデーション（％）

北海道と ７元素 108 100 100

外国産間 (Na,P,Mn,Sr,Mo,Cd,Ba) 72 89 86

計 180 96 94

兵庫県と ８元素 77 100 100

外国産間 (Na,P,Mn,Zn,Sr,Cd,Cs,Ba) 72 93 90

計 149 97 95

佐賀県と ８元素 52 98 98

外国産間 (Na,Mg,P,Mn,Rb,Sr,Mo,Ba) 72 92 90

計 124 94 94
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生産地で表示 品種名で表示

図２．52タマネギ試料の21元素（Li、Na 、Mg、Al、P 、K 、Ca 、Mn 、Fe、Co、Ni、

Cu 、Zn 、Rb 、Sr 、Y、Mo、Cd 、Cs、Ba 、Tl）濃度の基準値を用いた試料について

のクラスター分析による樹形図。距離計算にはユークリッド距離を用い、結合方法はウォード
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法を用いた。

北海道産タマネギについて、多くの元素はその施肥条件や連作年数、品種により

濃度の変動が確認されたが、産地間で濃度差の大きい元素を多数組み合わせること

で、品種や栽培条件が変わっても北海道内の産地間の判別も可能であった(図２）２４）。

構築したモデルを38点のブラインド試料に適用した結果、４群の判別モデルでは7

1％の的中率で４群に判別でき、２群の判別モデルでは北海道かそれ以外、兵庫県か

それ以外、佐賀県かそれ以外及び外国かそれ以外かの判別モデルにより、それぞれ

92％、79％、79％及び90％の的中率で正しく判別できた。

（２）同位対比による判別

測定機器の使用期間が限られる

ために測定数が少ないが、国内産

と外国産のタマネギ間は、Sr同位

体比（87Sr/86Sr）とそれらの Sr濃度

と併用すると判別でき、また、国内

産タマネギ間の同位対比も、概ね

判別可能な違いが見られた２５）。

図３．各生産地産物の Sｒ濃度と同位体比

（３）品種判別２６）

北海道、兵庫県、佐賀県及び外国産の 45品種の判別を試みた。一個体からの遺

伝子抽出では予想通り品種を識別できなかったが、同一品種の DNAマーカーのアリ

ール頻度を比較した結果、0.1%及び 1%の両水準で、年次間及び地域間における有

意な差は確認されなかった。そこで、遺伝的「ばらつき」の程度を比較した。

先ず、19種のSTS化したDNAマーカーを開発した(図４）。それらを使い、国内外の計

45品種のアリール頻度に基づくカタログを作成し(表３）、２群の比率の差の検定を行う

ことにより、0.1％及び1%有意水準で一部品種間を除いて識別が可能であった。各品
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種から抽出したサンプルを調べる膨大な作業を行う必要があるが、この手法により、

市場に出ている45品種の識別が可能となった２６）。



数値は19マーカーのうち0.1%有意水準において有意差が確認されたマーカー数

この手法によるブラインド試験（品種名を伏せたサンプルの品種名を、この手法によ

り分析して推定する）では、参加４機関全て品種識別でき、他殖性作物でも品種を集

団として捉え、マーカーの頻度比較で品種識別できることが示された。

その中で、中国からの輸入品の一つがもみじ３号（北早生３号）と特定された。やは

り日本の品種が中国に持ち出されていることが判明し、残念ながら品種判別だけでは

外国産であるか否かは判定できないことがわかった。

終わりに

小売店頭での原産地表示を確実にして、全ての消費者にそれらの表示の信頼性を

受け入れてもらうには、市販されている全ての農産物の科学的に信頼される産地判

別法の開発が必要であると考えている。今のところ、個々の農産物毎に判別式を作ら

ねばならないので、やはり産地偽装が起こりやすい輸入割合が高い農産物が優先さ

れることになる。また、判別法が開発された農産物でも、品種の変遷などにより年々

バージョンアップする必要もあるので、全ての輸入農産物の判別法が開発されるには

時間がかかるだろう。

しかし、新たな偽装表示農産物が現れても、その科学的判別はすぐに開発できる

技術が確立されているので、日本農林規格（JAS)法にある原産地表示に関する「食

品の表示」の信頼性の守りは確実である。

図４ タマネギの品種識別に用いた 19 種類の DNA マーカー
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食品照射履歴検知技術の実用化－光ルミネッセンス（PSL）の活用－ 

 

食品総合研究所 

食品工学研究領域 反応分離工学ユニット   蘒原昌司、鍋谷浩志 

食品安全研究領域 上席研究員      等々力節子 

はじめに 

 食品への放射線照射は、有効な殺菌・殺虫技術の 1 つであり、放射線照射食品

の健全性は世界保健機関（WHO）等の国際機関によっても確認され、海外では実用

化が進められている。照射食品の適正な流通管理のため、検知技術が必要であり、

CEN 規格（欧州標準化委員会）には、すでに 10 種類の検知方法が採択されている

（2005.06 現在）。一方、日本では、馬鈴薯（ばれいしょ）の発芽抑制のため 150 グレイ

以下のガンマ線（放射線）照射は例外的に認められているが、殺菌を目的とした食品

へのガンマ線（放射線）照射は禁止されており、海外で照射処理をされた食品の輸入

も認められていない。 

CEN 規格には、香辛料などの照射検知法として熱ルミネッセンス（TL；

Thermoluminescence)法や光ルミネッセンス(PSL；Photostimulated luminescence)法など

の発光計測法がある。国内では平成 17 年 7 月 6 日に「放射線照射された食品の検

知法について」（食安発第 0706002 号）により、TL 法による照射食品の検知方法が通

知された（通知法）。TL 法は高精度であるが判別までの一連の操作には約 3 日を要

することからより迅速な判定方法が必要とされている。PSL 法は数分以内で照射履歴

を判別できることから主にスクリーニング法利用されるが、既存 PSL 法（EN-13751）で

は判別基準となる積算発光量を事前に設定する必要があり、より客観的な判別方法

が必要とされていた。 

本研究では輸入食品の履歴検証や消費者への信頼できる情報提供の観点から、

迅速に照射食品を検知する技術として、新たに PSL 計測装置を開発し、基準発光量

を必要としない客観的な判別方法を見出した。 

 

既存 PSL 法（EN-1375）の原理と現状 

PSL は食品そのものではなく、微量に混入した鉱物等の結晶構造が発光源と考え

られている。放射線由来のエネルギは結晶構造中にトラップされ、光励起（刺激）によ



り光として放出する。装置の構成も比較的簡単であり、測定者の熟練を必要としない。

測定精度は TL 法に比べると若干劣るものの、測定試料の前処理が不要なことから

スクリーニング方法としては十分有効と考えられている。 

既存 PSL 法（EN-13751 推奨装置）では、サンプルごとに一定の閾値を設け、それ

以上の発光量のときは照射履歴ありと判断する。しかしながら、この方法では外部標

準（基準発光量)を利用するため客観性が劣ること、さらに、CEN 規格の PSL 推奨装

置は、日本の環境(電源・高温・多湿）に適していないこと等より、国内での使用には

最適とは言い難い状況であり、安定動作し客観的に評価できる装置の開発が必要で

あった。 

  

PSL 計測装置の開発 

PSL 計測装置は自発極微弱発光計測装置の改良(励起光源、各種フィルタ追加)に

より作製した。励起用の光源には市販の近赤外 LED 照明、励起光カット用には赤外

カットフィルターを使用した。強い PSL シグナルを得るため、効率よく試料を照射でき

る光源、フィルタ等を検討し検出感度を向上させた（図１）。具体的な発光計測手順は

①励起光を照射せずに 10 秒間測定し、試料からの自発発光量の変化により遅延発

光がないことを確認、②励起光を照射して 100 ミリ秒間隔で測定するものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規 PSL 評価法とその性能 

開発装置により試料からの PSL 強度変化を計測したことで、放射線照射された試

料では励起光照射後 PSL の発光量は減衰し、対照区では PSL が生じないことを明ら

かにした（図２）。本判別法は既存 PSL 法のような判別基準の発光量は不要である。
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図１ PSL 測定装置の構造の概略と開発装置 

（左：概略図、右：開発装置） 



この現象は多くの食品でも確認され、TL 法での判別結果とも相関があった１）。さらに、

本装置ではガンマ線照射処理後２年経過したパプリカの放射線照射履歴も判別可能

であった（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

終わりに 

本研究により開発された PSL 開発装置および判定方法は、食品の放射線照射履

歴を簡易にかつ迅速に計測できたことから、食品照射履歴検知のスクリーニング法と

して有効である。今後は研究室間共同実験により計測法の妥当性を確認し、より信

頼性の高い計測法となるよう研究を推進したい。 

なお、本研究は、食品総合研究所と地方独立行政法人東京都立産業技術研究セ

ンター、日本放射線エンジニアリング株式会社との共同研究に基づく成果である。 
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図２ 新しい PSL 判別方法（概念図）
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